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代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長 氏 名 鷹 野 　 準
問合せ先責任者 役 職 名 常 務 取 締 役

氏 名 野 溝 　 郁 文 Ｔ Ｅ Ｌ (     )－0265 85 3150

決 算 取 締 役 会 開 催 日 平成16年 5月14日 中 間 配 当 制 度 の 有 無 有
定 時 株 主 総 会 開 催 日 平成16年 6月29日 単 元 株 制 度 採 用 の 有 無 有 （１単元    100株）

1. 16年 3月期の業績（平成15年 4月 1日～平成16年 3月31日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 3月期       19,661     8.7       1,128    10.6       1,145     7.3

15年 3月期       18,087     2.6       1,020   △14.6       1,067   △15.0

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
16年 3月期          717    17.0         46.22－      3.0     3.8     5.8

15年 3月期          613    68.3         38.79－      2.6     3.6     5.9

(注 )1.期中平均株式数 16年 3月期     15,420,000株 15年 3月期     15,714,041株
2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
16年 3月期          20.00          0.00         20.00         308    43.3     1.3

15年 3月期          17.00          0.00         17.00         262    43.8     1.1

(注 )16年 3月期期末配当金の内訳 記念配当           3円 00銭 特別配当 円 銭－ －

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

16年 3月期       31,660      23,932     75.6       1,551.74

15年 3月期       29,343      23,331     79.5       1,512.83

(注 )1.期末発行済株式数 16年 3月期     15,420,000株 15年 3月期     15,420,000株
2.期末自己株式数 16年 3月期        301,000株        301,000株15年 3月期

2. 17年 3月期の業績予想 （平成16年 4月 1日～平成17年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期       11,500         900         570          0.00－ －

通 期       22,000       1,500         940－          17.00         17.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          60円 65銭

※ 上 記 予 想 は 、 潜 在 的 な リ ス ク や 不 確 実 性 が 含 ま れ て お り ま す 。 実 際 の 業 績 は 様 々 な 要 因 に よ り 、 こ
れ ら の 業 績 予 想 と は 異 な る こ と が あ り ま す こ と を ご 承 知 お き く だ さ い 。 ま た 、 上 記 金 額 は 百 万 円 未 満
を 切 捨 て 表 示 し て お り ま す 。



（単位：千円、千円未満切捨）

期別

科目 金額 構成比 金額 構成比 金額

（資　産　の　部） ％ ％

Ⅰ 流　動　資　産

1. 現 金 及 び 預 金 7,295,957 6,404,601 △ 891,355

2. 受 取 手 形※3 399,768 552,327 152,558

3. 売 掛 金※3 6,965,731 8,930,739 1,965,008

4. 有 価 証 券 45,036 133,507 88,471

5. 製 品 345,308 413,527 68,218

6. 原 材 料 480,503 500,479 19,976

7. 仕 掛 品 735,487 1,476,486 740,998

8. 貯 蔵 品 9,180 13,473 4,292

9. 前 渡 金 9,218 36,177 26,958

10. 前 払 費 用 16,427 22,961 6,534

11. 繰 延 税 金 資 産 122,213 179,575 57,361

12. 未 収 入 金 202,834 168,494 △ 34,340

13. そ の 他 86,313 41,207 △ 45,105

14. 貸 倒 引 当 金 △ 7,322 △ 895 6,427

流 動 資 産 合 計 16,706,660 56.9 18,872,664 59.6 2,166,004

Ⅱ 固　定　資　産

 (1)有 形 固 定 資 産

1. 建 物 ※1､2 1,628,320 1,612,859 △ 15,460

2. 構 築 物※1､2 105,760 95,422 △ 10,337

3. 機 械 及 び 装 置※1､2 1,090,468 991,457 △ 99,010

4. 車 両 及 び 運 搬 具※1 14,675 12,223 △ 2,452

5. 工 具 器 具 及 び 備 品※1 292,008 295,259 3,251

6. 土 地 ※2 4,490,408 4,517,537 27,129

7. 建 設 仮 勘 定 40,400 49,539 9,139

有 形 固 定 資 産 合 計 7,662,041 26.1 7,574,298 23.9 △ 87,742

 (2)無 形 固 定 資 産

1. 特 許 権 3,177 2,552 △ 625

2. 借 地 権※2 10,162 10,162 －

3. 意 匠 出 願 権 33,594 24,759 △ 8,835

4. ソ フ ト ウ ェ ア 10,050 13,536 3,485

5. そ の 他 24,562 20,738 △ 3,824

無 形 固 定 資 産 合 計 81,547 0.3 71,748 0.2 △ 9,798

増減

個 別 財 務 諸 表
(1) 貸 借 対 照 表

第51期第50期
（平成16年3月31日現在）（平成15年3月31日現在）

－35－



（単位：千円、千円未満切捨）

期別

科目 金額 構成比 金額 構成比 金額

 (3)投 資 そ の 他 の 資 産 ％ ％

1. 投 資 有 価 証 券 3,420,028 3,761,539 341,511

2. 関 係 会 社 株 式 521,880 535,159 13,278

3. 出 資 金 43,341 41,905 △ 1,436

4. 関 係 会 社 長 期 貸 付 金 541,116 558,976 17,860

5. 長 期 前 払 費 用 8,627 2,847 △ 5,780

6. 繰 延 税 金 資 産 346,764 231,061 △ 115,702

7. そ の 他 13,112 12,238 △ 874

8. 貸 倒 引 当 金 △ 1,641 △ 1,466 174

投資その他の資産合計 4,893,230 16.7 5,142,260 16.3 249,030

固 定 資 産 合 計 12,636,819 43.1 12,788,308 40.4 151,489

資 産 合 計 29,343,479 100.0 31,660,972 100.0 2,317,493

増減
第51期第50期

（平成16年3月31日現在）（平成15年3月31日現在）
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（単位：千円、千円未満切捨）

期別

科目 金額 構成比 金額 構成比 金額

（負　債　の　部） ％ ％

Ⅰ 流　動　負　債

1. 支 払 手 形※3 2,115,916 3,037,804 921,887

2. 買 掛 金※3 1,208,626 2,030,537 821,911

3. 短 期 借 入 金 300,000 － △ 300,000

4. 一年内返済予定長期借入金※2 85,700 126,000 40,300

5. 未 払 金 297,894 303,991 6,097

6. 未 払 費 用 212,139 221,183 9,043

7. 未 払 法 人 税 等 184,562 349,145 164,583

8. 未 払 消 費 税 等 10,387 66,160 55,773

9. 預 り 金 80,373 76,655 △ 3,717

10. 賞 与 引 当 金 307,317 323,928 16,611

11. 設 備 支 払 手 形 74,628 20,108 △ 54,520

12. そ の 他 489 385 △ 103

流 動 負 債 合 計 4,878,036 16.6 6,555,901 20.7 1,677,864

Ⅱ 固　定　負　債

1. 長 期 借 入 金※2 246,000 375,000 129,000

2. 退 職 給 付 引 当 金 806,227 710,040 △ 96,186

3. 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 81,600 87,550 5,950

固 定 負 債 合 計 1,133,827 3.9 1,172,590 3.7 38,763

負 債 合 計 6,011,864 20.5 7,728,491 24.4 1,716,627

（資　本　の　部）

Ⅰ 資    本    金 ※4 2,015,900 6.9 2,015,900 6.4 －

Ⅱ 資 本 剰 余 金

1. 資 本 準 備 金 2,157,140 2,157,140 －

資 本 剰 余 金 合 計 2,157,140 7.3 2,157,140 6.8 －

Ⅲ 利 益 剰 余 金

1. 利 益 準 備 金 503,975 503,975 －

2. 任 意 積 立 金

(1)退 職 手 当 積 立 金 156,600 156,600 －

(2)別 途 積 立 金 17,750,000 18,050,000 300,000

3. 当 期 未 処 分 利 益 1,063,639 1,215,238 151,599

     うち当期利益利 益 剰 余 金 合 計 19,474,214 66.4 19,925,813 62.9 451,599

Ⅳ その他有価証券評価差額金 △ 62,788 △ 0.2 86,476 0.3 149,265

Ⅴ 自　己　株　式 ※5 △ 252,850 △ 0.9 △ 252,850 △ 0.8 －

資 本 合 計 23,331,615 79.5 23,932,480 75.6 600,865

負 債 資 本 合 計 29,343,479 100.0 31,660,972 100.0 2,317,493

増減
第50期

（平成15年3月31日現在）
第51期

（平成16年3月31日現在）
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（単位：千円、千円未満切捨）

期別

増減

科目 金額 百分比 金額 百分比 金額
％ ％

Ⅰ 売 上 高※1 18,087,283 100.0 19,661,185 100.0 1,573,901

Ⅱ 売 上 原 価 14,703,868 81.3 16,023,875 81.5 1,320,007

売 上 総 利 益 3,383,415 18.7 3,637,309 18.5 253,894

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,362,961 13.1 2,508,858 12.8 145,896

1. 発 送 費 217,414 221,018 3,603

2. 広 告 宣 伝 費 78,184 110,558 32,373

3. 役 員 報 酬 130,312 133,687 3,375

4. 給 料 手 当 427,544 521,984 94,439

5. 旅 費 交 通 費 152,324 172,953 20,628

6. 賞 与 引 当 金 繰 入 額 86,355 98,925 12,570

7. 退 職 給 付 費 用 31,849 55,179 23,329

8. 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額 9,500 9,500 －

9. 減 価 償 却 費 110,973 84,205 △ 26,767

10. 研 究 開 発 費※2 480,802 480,939 137

11. 支 払 手 数 料 115,090 127,220 12,129

12. 販 売 手 数 料 157,104 99,275 △ 57,828

13. そ の 他 365,505 393,412 27,906

営 業 利 益 1,020,453 5.6 1,128,450 5.7 107,997

Ⅳ 営 業 外 収 益 77,700 0.4 73,927 0.4 △ 3,773

1. 受 取 利 息※1 11,009 9,654 △ 1,355

2. 有 価 証 券 利 息 30,569 28,538 △ 2,030

3. 受 取 配 当 金 15,055 13,282 △ 1,772

4. 固 定 資 産 賃 貸 料 7,195 7,277 82

5. 雑 収 入 13,871 15,174 1,302

Ⅴ 営 業 外 費 用 30,427 0.1 56,628 0.3 26,200

1. 支 払 利 息 2,012 6,516 4,503

2. 為 替 差 損 7,002 22,939 15,936

3. 固 定 資 産 除 売 却 損※3 14,900 25,330 10,430

4. 雑 損 失 6,511 1,841 △ 4,669

経 常 利 益 1,067,726 5.9 1,145,750 5.8 78,023

Ⅵ 特 別 利 益 97,153 0.5 106,678 0.5 9,525

1. 固 定 資 産 売 却 益※4 194 15,346 15,152

2. 貸 倒 引 当 金 戻 入 益 12,227 6,601 △ 5,626

3. 退職給付会計基準変更時差異処理額 84,731 84,731 －

Ⅶ 特 別 損 失 99,103 0.5 82,854 0.4 △ 16,248

1. 固 定 資 産 除 却 損※5 17,887 40,547 22,660

2. 固 定 資 産 売 却 損※6 14,885 303 △ 14,582

3. 投 資 有 価 証 券 評 価 損 28,132 － △ 28,132

4. 投 資 有 価 証 券 売 却 損 － 3,663 3,663

5. 役 員 退 職 金 慰 労 金 3,000 － △ 3,000

6. 製 品 補 償 損 失 35,197 － △ 35,197

7. ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 － 1,410 1,410

8. 原 材 料 処 分 損 － 36,929 36,929

税 引 前 当 期 純 利 益 1,065,777 5.9 1,169,574 5.9 103,797

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 357,639 2.0 492,359 2.5 134,719

法 人 税 等 調 整 額 94,811 0.5 △ 40,224 △ 0.2 △ 135,036

当 期 純 利 益 613,325 3.4 717,439 3.6 104,114

前 期 繰 越 利 益 447,313 497,799 50,485

退 職 手 当 積 立 金 取 崩 額 3,000 － △ 3,000

当 期 未 処 分 利 益 1,063,639 1,215,238 151,599

(2) 損 益 計 算 書

第51期第50期

自 平成15年4月 1日
至 平成16年3月31日

自 平成14年4月 1日
至 平成15年3月31日
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（単位：円）

期別 第50期

株主総会承認日 第51期
平成15年6月27日

科目 金額 金額 金額

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益 1,063,639,035          1,215,238,776          151,599,741

Ⅱ 利 益 処 分 額

1. 配 当 金 262,140,000            308,400,000            46,260,000

2. 役 員 賞 与 金 3,700,000              4,700,000              1,000,000

（うち監査役賞与金） (400,000) (400,000) －

3. 任 意 積 立 金

別 途 積 立 金 300,000,000            300,000,000            －

Ⅲ 次 期 繰 越 利 益 497,799,035            602,138,776            104,339,741

（注）１株当たり配当金の内訳

増減

(3) 利 益 処 分 案

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

普通株式 17 00 0 00 17 00 20 00 0 00 20 00

（内訳）

　　　普通配当 17 00 0 00 17 00 17 00 0 00 17 00

　　　記念配当 0 00 0 00 0 00 3 00 0 00 3 00

第50期 第51期

年間 中間 期末 年間 中間 期末

－39－
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重要な会計方針 

項目 
第50期 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

第51期 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

(1）子会社株式及び関連会社株式 (1）子会社株式及び関連会社株式 １．有価証券の評価基準及び

評価方法 移動平均法による原価法 同左 

 (2）その他有価証券 (2）その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等にもとづく

時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

同左 

 時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 同左 

(1）製品、原材料および仕掛品 (1）製品、原材料および仕掛品 ２．棚卸資産の評価基準及び

評価方法 総平均法による原価法 同左 

 (2）貯蔵品 (2）貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法 同左 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 ３．固定資産の減価償却の方

法 定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物     15年・31年～50年 

構築物    10年～50年 

機械装置   ７年～13年 

車輌運搬具  ４年～６年 

工具器具備品 ２年～10年 

同左 

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

 定額法 

なお、主な償却期間は以下のとおり

であります。 

特許権    ８年 

意匠出願権  ７年 

ソフトウェア（自社利用） 

社内における見込利

用可能期間（５年） 

同左 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

等により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し回収不能見込額を計上しており

ます。 

同左 

 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てるため、

支給見込額を計上しております。 

同左 
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項目 
第50期 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

第51期 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務お

よび年金資産の見込額にもとづき計

上しております。 

なお、会計基準変更時差異

（423,655千円）については、５年

による均等額を収益計上しておりま

す。 

数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処理

しております。 

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務お

よび年金資産の見込額にもとづき計

上しております。 

なお、会計基準変更時差異

（423,655千円）については、５年

による均等額を収益計上しておりま

す。 

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(５年)による定額法により費用

処理しております。       

数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処理

しております。 

 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に充てるた

め、内規にもとづく期末要支給額を

計上しております。 

同左 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

(1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 同左 

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 (2）自己株式及び法定準備金の取崩等に

関する会計基準 

────── 

 「自己株式及び法定準備金の取崩等

に関する会計基準」（企業会計基準

第１号）が平成14年４月１日以後に

適用されることになったことに伴

い、当事業年度から同会計基準に

よっております。これによる当事業

年度の損益に与える影響は軽微であ

ります。 

なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表

の資本の部については、改正後の財

務諸表等規則により作成しておりま

す。 
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項目 
第50期 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

第51期 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 (3)１株当たり情報 ────── 

 「１株当たり当期純利益に関する会

計基準」（企業会計基準第２号）及

び「１株当たり当期純利益に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第４号）が平成14年４月

１日以後開始する事業年度に係る財

務諸表から適用されることになった

ことに伴い、当事業年度から同会計

基準及び適用指針によっておりま

す。なお、これによる影響について

は、「１株当たり情報に関する注

記」に記載しております。 

 

 

表示方法の変更 

第50期 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

第51期 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

(損益計算書) ────── 

 「販売手数料」は、前事業年度まで、販売費及び一般

管理費の「その他」に表示していましたが、当事業年度

において、販売費及び一般管理費の100分の5を超えたた

め区分掲記しました。 

 なお、前事業年度の「販売手数料」は、96,944千円で

あります。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

第50期 
（平成15年３月31日） 

第51期 
（平成16年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

            10,397,087千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

            10,305,568千円 

※２ 担保に供している資産およびこれに対応する債務

は次のとおりであります。 

※２ 担保に供している資産およびこれに対応する債務

は次のとおりであります。 

(イ）担保に供している資産 (イ)担保に供している資産 
  

建物 188,772千円

構築物 4,512 

機械及び装置 83,210 

土地 222,201 

借地権 6,110 

計 504,807 
  

  
建物 175,530千円

構築物 4,210 

機械及び装置 74,444 

土地 242,410 

借地権 6,110 

計 502,706 
  

(ロ）上記に対応する債務 (ロ)上記に対応する債務 
  

短期借入金 300,000千円

一年内返済予定長期借入金 35,700 

長期借入金 96,000 

計 431,700 
  

  
一年内返済予定長期借入金 76,000千円

長期借入金 275,000 

  

計 351,000 
  

すべて工場財団に係わるものであります。 すべて工場財団に係わるものであります。 

※３ 関係会社に対するものが次のとおり含まれており

ます。 

※３ 関係会社に対するものが次のとおり含まれており

ます。 
  

受取手形 427千円

売掛金 3,667,638 

支払手形 142,660 

買掛金 186,760 
  

  
受取手形 791千円

売掛金 3,568,957 

支払手形 36,372 

買掛金 448,485 
    

※４ 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数   普通株式 50,000,000株

発行済株式総数 普通株式 15,721,000株
  

  
※４ 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数   普通株式 50,000,000株

発行済株式総数 普通株式 15,721,000株
  

※５ 自己株式 ※５ 自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式

301,000株であります。 

 

────── 

 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

301,000株であります。 
 

６ 配当制限 
   商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価 
  を付したことにより増加した純資産は86,476千円で 
  あります。 
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（損益計算書関係） 

第50期 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

第51期 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

※１ 関係会社との取引にかかわるものが次のとおり含

まれております。 

※１ 関係会社との取引にかかわるものが次のとおり含

まれております。 
  
売上高 9,553,238千円
  

  
売上高 8,646,917千円

受取利息 8,235 
    

※２ 一般管理費に含まれている研究
開発費 

480,802千円
  

  
※２ 一般管理費に含まれている研究
開発費 

480,939千円
  

※３ 経常的に発生する機械及び装置、工具器具及び備

品の交換による除却等にかかわる損失でありま

す。 

※３          同左 

※４ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※４ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 
  
機械及び装置 181千円

工具器具及び備品 13 

計 194 
  

  
土地 8,949千円

機械及び装置 5,453 

工具器具及び備品 943 

計 15,346 
  

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 
  
機械及び装置 17,347千円

工具器具及び備品 539 

計 17,887 
  

  
機械装置及び運搬具 36,051千円

工具器具及び備品 2,850 

建物及び構築物 1,645 

計 40,547 
  

※６ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※６ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 
  
建物 533千円

構築物 35 

工具器具及び備品 508 

土地 13,808 

計 14,885 
  

  
機械装置及び運搬具 303千円
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（リース取引関係） 

第50期 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

第51期 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 
  

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

機械及び装置 95,136 40,147 54,989 

車両及び運搬
具 8,170 5,368 2,801 

工具器具及び
備品 

32,402 17,834 14,567 

合計 135,709 63,350 72,358 
  

  

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

機械及び装置 108,112 39,231 68,881 

車両及び運搬
具 6,136 4,663 1,472 

工具器具及び
備品 

18,711 7,581 11,129 

合計 132,960 51,476 81,483 
  

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 
  
１年内 23,186千円

１年超 51,036 

合計 74,223 
  

  
１年内 20,396千円

１年超 62,549 

合計 82,946 
  

(3）当期の支払リース料、減価償却費相当額および支払

利息相当額 

(3）当期の支払リース料、減価償却費相当額および支払

利息相当額 
  
支払リース料 35,389千円

減価償却費相当額 32,296 

支払利息相当額 2,097 
  

  
支払リース料 25,762千円

減価償却費相当額 23,728 

支払利息相当額 1,649 
  

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

同左 

 

（有価証券関係） 

 第50期（自平成14年４月１日 至平成15年３月31日）及び第51期（自平成15年４月１日 至平成16年３月31

日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳   

 第50期 
（平成15年３月31日現在）

 第51期 
（平成16年３月31日現在）

  （千円）  (千円）

繰延税金資産（流動）        

賞与引当金  105,220    128,816  

未払事業税  16,655    34,011  

未払社会保険料  －    16,095  

その他  338    652  

繰延税金資産（流動）合計  122,213    179,575  

        

繰延税金資産（固定）        

退職給付引当金  235,624    233,797  

役員退職慰労引当金  32,449    34,816  

貸倒引当金  437    562  

みなし配当金  30,859    30,859  

減価償却費  21,836    20,194  

投資有価証券評価損  25,039    25,039  

その他有価証券評価差額金  41,134    －  

その他  15,878    719  

小計  403,259    345,988  

評価性引当額  △56,494    △57,180  

繰延税金資産（固定）合計  346,764    288,807  

繰延税金負債（固定）        

その他有価証券評価差額金  －    △57,745  

繰延税金資産（固定）の純額  346,764    231,061  

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目の内訳 

   第51期 
（平成16年３月31日現在）

法定実効税率      41.09 ％ 

（調整）        

交際費等永久に損金に算入されない項目      1.83  

受取配当金等永久に益金に算入されない項目      △0.29  

法人税特別控除額      △6.19  

住民税均等割額      0.63  

評価性引当額      0.06  

過年度法人税等      0.98  

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正      0.51  

その他     0.04  

税効果会計適用後の法人税等の負担率     38.66  

 

 

 

    
 

 

第50期については、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分

の5以下であるため、記載を省略しております。 
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３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 

第50期（平成15年3月31日現在） 

地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公布されたことに伴い、当事

業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成16年４月１日以降解消が見込まれるものに限

る。）に使用した法定実効税率は、前事業年度の41.09％から39.77％に変更されました。その結果、繰延税金

資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が11,501千円減少し、当事業年度に計上された法人税等調

整額が10,137千円、その他有価証券評価差額金が1,364千円、それぞれ増加しております。 

 

（１株当たり情報） 

第50期 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

第51期 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 1,512円83銭 

１株当たり当期純利益 38円79銭 
  

  
１株当たり純資産額         1,551円74銭 

１株当たり当期純利益              46円22銭 
 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会計

基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第４号）を適用しております。なお、これによる影

響は軽微であります。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
第50期 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

第51期 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当期純利益（千円） 613,325 717,439 

普通株主に帰属しない金額（千円） 3,700 4,700 

（うち利益処分による役員賞与金） （3,700） （4,700） 

普通株式に係る当期純利益（千円） 609,625 712,739 

期中平均株式数（株） 15,714,041 15,420,000 

 

（重要な後発事象） 

第50期 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

第51期 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 該当事項はありません。 同左 
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役員の異動 
 

 平成 16 年 6 月 29 日開催予定の第51 期定時株主総会において、下記のものの選任を付議する予定でありま

す。 

 

(1) 新任取締役候補 

 取 締 役 河 村 公 二 （現役職 日本発条株式会社代表取締役副社長） 

 

(2) 退任予定取締役 

 取 締 役 前 田 次 啓 

 

 

 

 

 


